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改革改善
の考え方

①問題
点

定住促進事業として各種補助を実施しているが、補助件数等の増加により、事業実施財源の不足が心配される。

②改革
提案

上村・南信濃まちづくり委員会で交付要綱（補助金額等）の見直しを行うと伴に、財源の確保が必要である。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

広報お知らせ版（地区内広報紙　毎月２回）で住民へ周知することができ、補助対象住民が申請に訪れた。
事業の内容・補助金額について南信濃自治振興センターとの協働を図ることができた。
若者定住促進パンフレットを作成し事業の概要等について地区内外への周知を行った。

総事業費①+② 6,707 3,420 6,460 3,420

850 850

臨時職員所要時間

一般財源 247 20

人件費計（千円）② 3,040 3,040

正規職員所要時間

起債

その他 3,420 3,420 3,400 3,420

県支出金

事業費計（千円）① 3,667 3,420 3,420 3,420 （そ）繰入金

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

１　結婚と子育てを地域で喜び合う環境づくり
（１）結婚・出生時の生活支援
（２）中学校までの子育て支援
（３）保育園児子育て支援
（４）インフルエンザワクチン予防接種補助事業
２　市民バス・乗合タクシー等公共交通機関の活用支援
（１）病院通院支援
（２）高校生通学支援
３　Ｉ・Ｕターン者生活支援
４　高齢者交流活動支援

１
（１）件数
（２）補助対象者
（３）補助対象者
（４）件数
２
（１）補助対象件数
（２）補助対象者

３　件数
４　支援事業

１
（１）２件
（２）３人
（３）園児８人
（４）18件
２
（１）198件
（２）12人

３　０件
４　１事業

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

　過疎地域の課題を踏まえ、地区の主体的な取り組みを進める中で、庁内組織と自治振興センターとまちづくり委員会が連携して定住
に必要な支援を行う。
　住民自治組織である、まちづくり委員会が地域の課題に対して主体的に関わっていくための場を提供する機能を果たしてきていること
から、特に子育て世帯の若者の定住や遠距離通学者への支援、高齢者の生きがい対策など、集落や個人を支える具体的な給付や事
業の活動の中で、まちづくり委員会が特に必要とする事業に対して支援する。
 また、事業の概要等について地区内外への啓発を行う。

成果
指標

対象者 255 234 230 230

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

向上させたい上位施
策の成果指標

地域活動に参加している住民の割合
自主的な地域づくりの参加人数（まちづくり委員会主催に
よる活動）

上村住民（人） 478

意図（どういう状態
にするか）

地区の人口の減少に歯止めをかけ、生活機能を再構築
する。
また、保育園・小学校運営の存続

目
的

対象（誰・何を）
過疎地域の人口及び生活機能
※飯田市過疎地域自立促進計画の定める上村地区及
び南信濃地区

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 85 中山間地域振興の推進
基本計画上
の位置づけ

政策 8 山・里・街の魅力を高め、交流と連携によるグローバルなまちづくり

H27担当課等名 ムトスまちづくり推進課 H27係等名 上村自治振興センター H26係等名 上村自治振興センター

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 23 終了 27
事務事業名 上村自治振興センター事業費

会計 一般会計
14 20

事業種別 政策

8 施策№ 85 事業№


